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4
　農地集積推進員の出し手への相談活動は前年に比べ大幅に増加している。この取組により、制
度改正の説明を行い、出し手の不安の解消につながったと考えられる。その結果、多くの地域で地
域計画の作成、ブラシュアップが進んだ。

2
　市町が行っていた基盤強化法による農地貸借が農地中間管理事業に統合一本化され業務量が
増えたが、農地集積推進員を増員するなど適切に対応している。

1 　地域計画の策定等で適切に連携されているものと判断した。

1 　 地域計画策定、ブラシュアップに向け、現地での情報収集や情報提供が活発に行われた。

4 　現地での調整活動は大事であり、現地の実情に応じた活動がなされていると判断した。

3
　7年度は3市で22の地域計画が策定され、153の地域計画がブラシュアップされた。今後、法人の
統合等が必要になってくるが、地域計画に基づき柔軟な対応をお願いしたい。

1
　地域計画の策定と推進には農地集積推進員の対応が特に重要であることから、この点を重視し
た体制整備をされたい。
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　地域に密着した農地集積推進員の配置と機構本部職員との連携がますます重要になる。
　農地集積目標が1,485haになったのは、現実的な目標になったと思われる。引き続き事務処理の
簡略化、事務負担に取り組まれたい。

　地域計画の策定、ブラシュアップが多くの地域で進んでいる。今後、農地集積の急速な進展が期
待できる。

　農地集積実績が目標を超えたことを高く評価したい。また、契約の更新が高いことは、今までの事
業が高く評価されているからだと思われ、それは全耕地面積に占める平成26年度から令和7年度借
入累計面積の割合が全国11位ということにも表れていると思われる。

　農地集積実績が大幅に増加したことからＡ評価とした。なお、業務逼迫により農地集積業務が停
滞しないよう、業務の効率化を図るとともに、体制の充足度について留意が必要と思慮する。

　集落営農法人に接触する機会が多いが、問題は若者定着計画が浅く、将来的には大変不安が感
じられる。地域計画の実現に向け、法人への支援をお願いする。

　総じて概ね適正に事業推進頂いているものと判断した。引き続き、受け手（新規就農者、企業含
む）への梃入れに注力の上、事業推進頂きたい。

　遊休農地の解消及び所有者不明農地の中間管理権取得件数と転貸農地面積は前年に比べ増加
している。農地所有者の高齢化に伴い、遊休農地、所有者不明農地が増加することが予想されるた
め、今後も対応が大変重要であり、能動的対応を期待する。

　業務量の増加に対応するため、体制の見直しと推進員の増加を図るなど体制整備が推進され
た。なお、業務量増に対する要員体制の充足度については経過観察が必要と思慮する。

　関係機関との連携活動は前年と比べ増加しており、事業推進体制の強化に尽力されている。ま
た、各市町の地域計画の実現のため、機構は関係機関と連携の下、適切に促進計画を作成してい
る。

　公社だより等の印刷物を配布して事業の周知徹底を図っている。特に優良事例の紹介はいい参
考になると思われる。また、現地の実情に応じた活動が大事で、農地集積推進員等の活動に期待
する。

　今後ますます土地改良区等との連携が必要である。

　 集積実績(2,972ha)は目標値(2,280ha)を上回り、大幅に増加している。当初契約の更新率は高く、
加えて本機構独自の一括方式の採用により集積実績を高めていることは、高く評価できる。また、
85％を超える集落営農法人が機構を活用しており集落営農法人の育成に尽力している。

　農地集積推進員の受け手への相談活動は前年に比べ大幅に増加している。制度改正に対応し、
農地に関する情報収集に取り組み、多くの地域で集落営農法人を中心に地域計画に基づく農地の
集積が進んだ。
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２　 事業実施
     方法

（注意１）評価値Ａ・Ｂ・Ｃ欄は、評価委員５名の評価状況を人数で記載している。

（注意２）評価値のＡは「適正である又は順調である」、Ｂは「ほぼ適正である又はほぼ順調である」、Ｃは「取り組みを強化、改善を要する」を表す。

(2) 県・市町・JAとの
     連携

(6)新規就農者や企
業への対応
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　農業従事者の高齢化が進んでいる現状では、新規就農者や企業参入への支援が大変大事であ
る。特に新規就農者への農地確保への経済的支援は切実かつ重要であり、支援をお願いする。

　地域計画の策定は農地集積の推進上きわめて有効かつ重要な方法である。今後も市町、農業者
等と情報交換しながら地域計画の策定、ブラシュアップに取り組まれたい。

(5) 基盤整備との関
係
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令和7年度 農地中間管理事業 統括評価票

区　　分 評価項目
評価値

特　　記　　事　　項

(2) 出し手への対応

〔総合評価〕

(3) 受け手への対応

(4) 遊休農地の解消
並びに所有者不明
農地等への対応

１　事業実績

(7) 地域計画への関
与

(1) 農地集積実績

(1) 事業推進体制

(8) 令和８年度に向
けた推進体制・推進
方法の改善

(3) 現地での調整

(4) 事業の啓発活動
 （農業者への周知活
動）
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